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　パッケージLEDのみならず、光学部
品、ドライバ、熱管理など多数の分野
で革新が進み、SSL（Solid State Light-
ing：固体照明）製品の仕組みは非常に
複雑なものとなっている。実際、光学
部品の進าは重大な伴をѲっている。
過20ڈ年間、あるいはわずか6年間で
も光学ܥ分野のಛڐ活動を調ࠪしてい
たならば、LEDベースの照明製品の製
造で成功する企業を予測できた可能性
がある。同様に現在のಛڐ活動を調ࠪ
すれば、これから成功する主要企業を
予測できるかもしれない。
　米クリー社（Cree）が最近発表した、
白熱電球を໛฿した最新の60W相当
の交換用LED電球の小売価格が15ド
ルະ満であると報じられているように

（www.ledsmagazine.com/news/10/ 
3/9）、ほんの5年前までは、LEDはॅ
く考えられ޿用照明にはෆ向きだとډ
ていたことは簡単に๨れがちである。
LEDは10年もたたないうちに、電ࢠ表
示器としていたるところに使用される
ようになり、照明業界にڻくべきટ෩
をרきىこした。
　当然ながら、LEDの普及が急ܹに加
速したのは、ॅ୐や商業用照明の電球
だけではなかった。現在では、信号機、
ワインセラー照明、サンフランシスコ
のベイブリッジ全体にわたるドレープ
照明（www.ledsmagazine.com/news/ 
10/3/6）、米国内のあちらこちらの動

物Ԃで見られる、動物の形をしたクリ
スマスシーズン向けの色とりどりの照
明など、あらΏるところにLEDが使用
されており、ক来の照明用途において
LEDが果たす໾割はますます増大する
と期଴される。
 
ഁյ的ֵ新
　何がLED革命を引きىこし、SSLで
成功した企業はどのようにしてそれを
達成したのだろうか。1990年代初頭
から半ばにかけての、日ѥ化学޻業ג
式会社における中ଜम二氏や、英カー

ディフ大学（Cardiff University）におけ
るアルベルト・バルビエリ氏（Alberto 
Barbieri）によるチップレベルの発明が、
商業的に実現可能な高ً度LEDの基
ૅをஙいたと世間一般では認ࣝされて
いる。しかし、LED電球の光出力は最
終的にはシステム全体の相৐効果に依
存するため、これらの発明のਅの効果
を疑問ࢹする声もある。最もً度の高
いpドープのGaN on Sapphire（サファ
イア基板上にGaNを成長させたもの）
であっても、それだけでډ間を照らすこ
とはできない。それでもಛڐ記࿥は、
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2011、2012年のデ
ータは現時点で不完全

図1　4つの主要な特許庁で毎年出願される特許件数。日本（JP）の件数は、特許出願件数を表す。
PCT（WO）の件数には、発行済み件数と出願中件数が含まれる。米国（US）と欧州（EP）の件数は、
出願中特許（USAまたはEPA）と発行済み特許（USGまたはEPB）に分類されている。特許出願
から特許公開までに18カ月の時間差があるため、2011年と2012年のデータは現時点におい
て不完全であり、2010年以降に出願件数が大きく減少しているように見えるのはそのためである。
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これらのઌۦ的な発明が（おそらくは
同時代の他の発明との組み合わせによ
って）、LED照明業界における他の最ઌ
୺技術の進าのਪ進力としてಇいたら
しいことを示ࠦしているように見える。
　高出力LED電球においては、他にも
同等に重要な部品が多数存在するが、
消費者の目にಧく光の品質と性質に影
響を与えるのは主に、一次光学部品と
二次光学部品である。最大限の発光効
率を実現するために、チップに適合す
る一次光学部品と二次光学部品を使用
し、システム全体が用途に適したもの
になるようにすることが電球メーカー
に求められる。したがって、pドープ
GaN（とその他のチップレベル技術）に
よる効率と光出力の著しい向上を収益
にస換するために、電球メーカーは光
をさらにվળする適切な部品を探す

（または開発する）必要があった。
　ಛڐ記࿥（図1）からは、LED光学ܥ
技術における発明が、1990年代終わ
りから2000年代初頭にかけて、著し
い増加に続いてര発的に増加したこと
が明らかに見てとれる。ಛڐの取得と
維持にはお金がかかるため、ಛڐ出ئ
のペースは、ಛ定の技術または市場分
野における商業的関心を評価するため
の有効な指ඪとしてとらえることがで
きる。企業または業界の、ಛ定分野に
おけるಛڐ活動に急な変化があった場
合、それはその企業または業界が重ࢹ
する分野にも変化が生じようとしてい
ることを示ࠦしている可能性が高い。
高ً度LEDチップの有๬性に対する反
応であると思われるLED光学ܥಛڐの
ര発的増加は、この現象のయ型的なྫ
である。LED電球が԰内照明に一般
的に使用されるようになるかなり以前
から、ಎ࡯力に優れた観࡯者ならば、
ಛڐ記࿥を参照してこの技術のক来を
予測していた可能性がある。

のϖースڐಛܥֶޫ
　今日では「ഁյ的革新」というޠが、
決まりจ۟のようにあちらこちらで使
われている。しかし、LED光学ܥのಛ
に関しては、中ଜ氏とバルビエリ氏ڐ
の発明がഁյ的効果をもたらしたこと
に異࿦の余地はない。1995年から2000
年の間のLED光学ܥ関࿈のಛڐの半
数近くは、日本で出ئされている。2002
年になると、この割合が全体の約20%

にまで縮小し、日本のಛڐ出ئ件数も
減少して、2001年の879件から2004
年には487件になった。
　われわれが׬全な出ئデータを入手
できた最後の年に当たる2010年には、
LED光学ܥの全ಛڐのうち、50%が
米国で出ئされ、残りはԤभ、日本、
PCT（ಛڐ協力条約：Patent Coopera-
tion Treaty）（WO）のಛڐிにほぼ均
等に分散している。企業は、ಛ定地域
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図2　LED関連の光学
系およびオプトエレクト
ロニクスの特許出願に
やや著しい変化が見ら
れ た2000～2006
年のLED光学系分野に
おける革新的企業上位
5社。2000年 に は、
LED光学系関連の特許
出願のほとんどが東ア
ジアの企業によるもの
で、出願は主に日本（と
その企業の母国）で行わ
れた。2006年になる
と、LED光学系の特許
出願件数上位企業のほ
とんどが米国および欧
州企業となり、出願は
世界中で行われるよう
になった。
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において自社製品を保ޢするためにಛ
ڐのಛܥするため、LED光学ئを出ڐ
出ئ地域の変化は、その期間のLED
光学ܥ技術がターήットとする市場の
ܶ的な変化を表す。
　しかし、2000年代初頭に変化したの
はLED光学ܥ技術の地域市場だけでな
く、この分野の革新の中心にあった企
業にも変化があった。2000年にLED
光学ܥ関࿈のಛڐ出ئ件数が最も多か
った企業上位5社のうちの4社は日本
企業で、これらの企業はほとんど日本
国内のみでಛڐを出ئしていた（図2）。
2006年になると、上位5社のうちの3

社が米国またはԤभ企業となり、引き
続き主に日本で出ئしていたパナソニ
ックを除いて、上位5社によるほとん
どすべてのಛڐ活動が、米国およびԤ
भの市場をターήットとしていた。
　エレクトロニクスメーカーに代わっ
て、オランダのフィリップス社（Philips）、
ಠオスラム社（Osram）クリー社（2006
年には第6位）といった照明企業が着
実に台頭してくるにつれて、出ئ件数
上位企業が重ࢹする分野にも変化が生
じた。ܶ的な市場変化は、ഁյ的革新
を象徴するಛ徴であるとされる場合が
多く、ಛڐ記࿥にも、中ଜ氏とバルビ

エリ氏のը期的なڀݚによる革新的な
影響がはっきりと表れている。
 
Өྗڹを࣋ͭओಋ的企業
　ಛڐ記࿥からྺ࢙的な経Ңがたどれ
るというのはおもしろいが、それは現
在のわたしたちにとってどのような意
味があるのだろうか。この疑問に౴え
るために、LED照明が2007年というほ
んの最近まで、ະ来の空૝であると一
般的に思われていたことを思いىこし
てほしい。ジェットパックやロケット
カーほどԕいະ来ではないかもしれな
いが、価格重ࢹの平均的な一般消費者
にとってすぐにັ力的な商品になるこ
とはまずないと考えられていた。そん
な中でもಛڐ記࿥は、やや異なる様相
をఄしていた。大手照明企業は、多様
なLED電球部品を開発することに短期
的な市場価値があるかのように、光学
部品に多大な投資をしていたのである。
　新しい消費者向け製品は一໷にして
ຐ法のように現れるわけではない。実
験ࣨのプロトタイプから市販製品を開
発するまでには何年もの年月がかかる
が、ઌ進的な企業は多くの場合、何ら
かの試作品から市場性のある製品に近
いものが஀生するずっと前に、急いで
自社のプロトタイプを保ޢする。ಛڐ
記࿥を見れば、企業（または業界）が考
えるক来の方向性が予測できるのはそ
のためである。この予測から、今後ొ
場しそうなアイデアを、それが実を結
んだり店頭に並んだりする何年も前に
知ることができる。
　では実際に、現在のLED光学ܥ市場
のಛڐ活動を見てみよう。図3は、2010
年、2011年、2012年のಛڐ出ئ件数
上位8社を示している。この分野は、
照明メーカーとディスプレイメーカー
によってಠ઎されているようである。
ただし、多くの大企業が多角化してい

0 20 40 60 80 100 120 160 180140

2010

LED光学系関連の特許出願件数上位8社
2010～2012年

特許出願件数

出願年

2011

2012

JP 

WO 

USG 

USA 

EPB 

EPA 

フィリップス社

パナソニック

シャープ

LG社

スタンレー電気

オスラム社

小糸製作所

クリー社

シャープ

フィリップス社

LG社

クリー社

パナソニック

オスラム社

サムスン社

東芝

シャープ

フィリップス社

オスラム社

クリー社

LG社

サムスン社

パナソニック

小糸製作所

図3　2010～2012年のLED光学系上位企業。LED光学系の特許出願は現在、照明企業とデ
ィスプレイ企業によって独占されている。
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ることを考えると、個々のಛڐの内༰
をಡまずに、開示された技術がターή
ットとする応用分野を結࿦付けるのは
難しい。意外ではないかもしれないが、
クリー社は2011年、2010年のほぼ2ഒ
のLED光学ܥ関࿈ಛڐをਃ੥してい
る。この一࿈の発明活動は、同社が最
近発表した、10ドルະ満で40W白熱
電球相当の光出力をඋえるLED電球
を示ࠦするものだったと解ऍできるか
もしれない。
　全体をよりࡉかい分野に分割してみ

ると、さらに興味深い事実がුかび上
がる（図4）。フィリップス社がLED光
学ܥにおいて主ಋ的な地位にあること
にٞ࿦の余地はないが、フィリップス
社はLEDリフレクタよりもLEDレンズ
において、ずっとࢧ配的な地位にある。
ただし、同社が保有するリフレクタ関
࿈のಛڐ件数はレンズ関࿈のಛڐ件数
よりも多い。フィリップス社のロイヤ
ルティ料をආけたいと考える企業にと
っては残೦なことだが、最近のಛڐ出
データからも、フィリップス社がレئ

ンズとリフレクタの両方において、さ
らにその地位を強化していることが見
てとれる。フィリップス社によるLED
レンズ関࿈ಛڐの50%以上が、この5
年以内にਃ੥されたものである。フィ
リップス社のLEDリフレクタ関࿈ಛڐ
については、この割合は40%ऑとなっ
ている。
　LED光学ܥのಛڐで、フィリップス
社が圧౗的多数を઎めない分野を見つ
けるのは難しい。この5年間でフィリッ
プス社が出ئしたコリメータ関࿈のಛ

LEDレンズ関連の特許出願件数上位企業
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図4　4つのグラフは、1982～2012年の期間とより最近の期間の、LEDレンズとLEDリフレクタにおける主要企業を示している。



24 2013.6  LEDs Magazine Japan

patent | OPTICS

件数（181件）は、最も近い競合企業ڐ
であるパナソニックよりも多い。パナ
ソニックが1982年以߱に出ئしたこ
の分野のಛڐは146件である。そこま
での差はないものの、他の光学ܥ関࿈
分野も類似の状態にある（図5）。フィ
リップス社は2008年以߱、パラボラ
光学ܥ関࿈で58件、フレネルレンズお
よびリフレクタ関࿈で25件、内部全
反射（TIR：Total Internal Reflection）
関࿈で127件のಛڐを出ئしている。
各分野で第2位の企業による出ئ件数
はそれͧれ72件、48件、168件で、し
かもそれは過30ڈ年間の件数である。
これらの分野の中にはもちろん重複す
る部分もあり、また、ಛڐの中には、
フレネルレンズを使用するLED電球の
ように、その技術にわずかにしか関࿈

しないものもある。とはいえ、この分
野におけるフィリップス社の優位性は
明らかである。

 ஫目͢΂き新ࢀنೖ企業
　ಛ定の技術や市場分野における市場
動向と主ಋ的企業の追੻（と予測）に加
えて、ಛڐデータからは、その分野へ
の新規参入企業についても知ることが
できる。޿く認知されるずっと以前に、
それらの企業がわかる場合も多い。こ
れは、買収ઌީิをݕ౼するそれより
も規໛の大きい企業にとってಛにو重
な৘報かもしれないが、動きのܹしい
LED照明業界における新興企業の最
新৘報を得たいと考えるすべての人々
にとっても同様に有用な৘報である。
　ここでは、過5ڈ年間にLED光学ܥ

関࿈のಛڐを少なくとも1件出ئして
いるが、その期間より前にはLEDオプ
トエレクトロニクス技術を対象とした
ಛڐを出ئしていない企業を、LED光
学ܥ分野への新規参入企業と定ٛす
る。ྫえば、2005～2007年の間に6件
のGaN on Sapphire技術のಛڐを取得
し、2010年半ばにフレネルレンズのಛ
のٛ޿を開始した企業は、よりئ出ڐ
LED業界で既に確ཱした地位をஙいて
いるとしても、LED光学ܥ分野への新
規参入企業であるとみなす。
　20社が新規参入企業としてのこの条
件を満たし、それͧれ少なくとも10件
のಛڐを2008～2012年の間に世界中
で出ئしている（図6）。そのうちの8社、
米ズィカト社（9icato）、日౦光学ג式会
社、英フォトンスター LED社（Photon-
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図5　フィリップス社は、LED光学系特許のほとんどの分野において支配的な地位にある。
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Star LED）、米ソラー社（Soraa）、米
エϰォルシア社（Evolucia）、米エクセ
リタス社（Excelitas）、米リフレクサ
イト社（Reflexite）、チェコڞ和国のロ
ーブ・ライティング社（Robe Lighting）
は、この期間に少なくとも15件のಛڐ
を出ئしている。出ئ件数が最も多い
のはズィカト社で55件だった。
　エϰォルシア社は、かつてはスϊϰ
ィア（Sunovia）という名称で、主に࠶生
可能エネルギーの提供で知られていた
が、2012年、インテリジェントな照明
ソリューシϣンを主体とする同社の中
֩的な事業を反映する名称に社名を変
更した。エϰォルシア社の全ポートフ
ォリオのうち、ଠཅエネルギー変換に関
࿈するಛڐはわずか3件（全体の約10 
%）である。社名変更は、それまでの
経Ңからे分に予測可能な、理にかな
った決அだった。
　1943年に౦英社から設ཱされたカ
メラメーカーである日౦光学は最近、
同社のレンズ製造技術をLED照明パネ
ル用のSRC光学部品へと拡大した。「光
源2008」での日౦光学のల示を見ಀ
した人でもಛڐ記࿥を見れば、この経
Ңを知ることができる。
 
ͦのଞの஫目企業
　紙面の౎合で、本稿にLED光学ܥ分
野への新規参入企業の全リストを掲載
することはできない。ৄࡉは、IPチェッ
クアップス社の「LED PatentEdge」ツ
ールで参照してほしい。しかし、上で
挙げた以外にも確かに、注目すべき企
業が存在する。
　IPチェックアップス社がಛに注目し
たのは、オランダのルクスエクセル社

（Lu9e9cel）である。同社の「Print o p-
tical」技術は、2012 European Frost & 
Sullivan Enabling Technology Award
を受৆した。ルクスエクセル社は、同

社ಠ自の3Dプリントプロセスを利用し
て、ސ客の仕様を満たす光学部品をਝ
速に生成する。
　IPチェックアップス社が興味深く感
じたその他の企業に、米エヌスディグ
リー・テクϊロジーズ社（NthDegree 
Technologies）がある。ڀݚと製造を
行う同社は最近、同社のプリントLED
に加えて、興味をそそる多様な光学ソ
リューシϣンを構ஙしている。また、ؖ
国 のKAIST（Korea Advanced Insti-
tute of Science and Technology）、米
ファイアフライ・インスティテュート社

（Firefly Institute）、ؖ国基ૅՊ学ࢧ
ԉڀݚӃ（Korea Basic Science Insti-
tute）、ؖ国ඪ準Պ学ڀݚӃ（Korea 
Research Institute of Standards and 
Science）からのؖ国人Պ学者で構成さ

れるチームは、優れた光ந出を実現す
る可能性を秘めた反射๷止LEDレンズ
の製造を目的として、ホタルランタン
上のナϊパターニングを࠶現した。
　本稿のࣥචに使用したデータはすべ
て、LED業界向けにಛ別に設計された、
IPチェックアップス社の競合企業৘報
および技術調ࠪツールであるLED Pat-
ent Edgeから取得したものである。LED 
PatentEdgeでは、LED技術および市場
分野に関࿈するಛڐが60種類を௒える
カテゴリ（LEDレンズ、LEDドライバな
ど）に分類されており、LED発明の考
Ҋ者、内༰、発明時期が簡単に参照で
きるようになっている。LED Patent-
Edgeにアクセスするためのライセンス
は、www.ledpatentedge.comにおいて
一般向けに提供されている。
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キャスリン・ペイズナー（KATHR:N PAISNER）は、IPチェックアップス社（IP Checkups）の調
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図6　このグラフは、LED光学系分野に新規参入した特許申請件数上位企業を示している。
2008年またはそれ以降に光学系関連の特許を申請した企業を、新規参入企業と定義している。
革新的なR&Dプログラムに継続的に取り組む企業は、継続的なペースで特許を出願する傾向にあ
るため、複数年にわたって継続して特許を出願した企業は、比較的堅調なR&D活動を実施してい
る可能性が高い。


